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企業における女性の活躍促進等に関する調査結果について   １ 趣旨    女性の活躍促進にあたっては，企業における経営者の考え方や企業の取組状況が大きく影響することから，県内企業の協力を得て，企業の現状や子育て世代を中心とした女性従業員の意識等について調査を行った。  ２ 調査の概要       ３ 調査結果概要及び課題（企業と女性従業員の意識やニーズのギャップ）                            ４ 今後の取組 調査結果から明らかになった，企業と女性従業員の意識やニーズのギャップを踏まえ，女性の活躍促進の阻害要因である，両立しにくい企業風土，不十分な保育環境などを解消することをめざして，経済団体等と推進組織である「働く女性応援隊ひろしま（仮称）」を結成し，組織ぐるみで企業の取組を促進していく。 

〇調査対象企業 県内の本所事業所のうち仕事と家庭の両立支援企業制度登録企業等から３１４社任意抽出 〇回 答 数 企 業 調 査：訪問による経営者インタビュー１６０社，アンケート調査１４４社                （規模別：常用雇用者３０１人以上５２社，１０１～３００人４５社，１００人以下４５社等） （業種別：製造３３社，サービス２６社，医療、福祉２５社，建設１２社，卸小売１０社等）            女性従業員調査： １，６３７人 （年齢別：２０歳代以下３３８人，３０歳代４７５人，４０歳代４５１人，５０歳代以上３２０人等） 〇調 査 時 期 平成２５年７月～１０月 項目 企   業 

その他：保育環境については，企業，女性従業員とも，充実を求めている 

〇８割以上の企業は女性の活躍促進の 取組を実施 〇多くの企業は女性の活躍に期待 〇活躍を阻害するバリア※があると感じている  （※両立しにくい企業風土，不十分な保育 環境等） 〇９割以上の企業が女性の就業継続にメリットを感じている 〇両立支援策として短時間勤務制度が効果 的と考えている 〇いずれ辞めようとしている人は，結婚・出産を機に辞めようとしている場合が多い 〇継続のポイントは給与の増額や，時間外勤務が少ない，休暇制度の充実等 〇９割の企業が制度を整備しているが活用促進に積極的とは言えない 〇柔軟な休暇制度の運用がよいと考えている  〇家事・育児があるため，負担が大きく，男性と同等に働くことは無理と考えている 〇復職制度を設けている企業は３割 うち６割は利用率が１割未満 〇スキル維持に関する復職支援を実施している企業は２割  〇同じ職場に復職した理由は「仕事内容が向いているから」が最も多く２割以上 
〇キャリア形成に取組んでいる企業は６割 〇女性管理職割合は 5％ 〇登用しない理由は経験・能力不足が最も多く３割以上 〇キャリアアップ志向の女性は５割 うち６割は環境が整っていないと感じている 〇９割以上は女性の管理職を肯定 ただし５割以上は「自分は就きたくない」 

【課題】 各取組の成功事例を分析し，個々の企業の状況にあったオーダーメイドの支援が必要 
【課題】 短時間勤務制度も含め，多様な働き方ができる制度の導入・活用促進の取組が必要 
【課題】 働き方の見直し等により，男性の育児休業の取得を促進し育児参加を促すことが必要 
【課題】 スキル低下による復職への不安解消のため，スキル維持の研修実施等の支援が必要 
【課題】 ロールモデルの育成やメンター制度の導入とともに，キャリア形成の仕組み作りが必要 

    女性の 活躍促進     両立・就業継続支援     男性の 育児休業     女性の 復職支援     キャリア形成 ・ 管理職登用 

女性従業員 
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５ 調査結果（主な項目） Ⅰ 女性の活躍促進    ８割以上の企業が女性の活躍促進に向けた取組を行っており，優秀な人材の確保・定着等につながる効果を実感している。しかし，取組の内容は企業により様々であり，取組の中には，あまり進んでいないものや効果が上手く表れていないものもあり，企業の業種や従業員規模及び男女比率等により状況は異なる。 取組をさらに進め，効果を上げるためには，各取組の成功事例を分析し，企業が今後予定している取組を含め，個々の企業の状況にあった形でオーダーメイドの支援が必要である。                                     

グラフの出典について：特記しない限り，「企業」欄は企業調査から， 「女性従業員」欄は女性従業員調査からの出典とする。 

    
 

 

 

 

30.3%30.3%25.4%14.8%13.1%13.1%11.5%9.8%4.1%5.7% 19.7%
0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0%両立支援女性従業員のキャリア形成女性管理職の積極登用再就職支援女性の就業継続支援短時間正社員制度男性の育児休暇制度保育所整備在宅勤務制度その他無回答 Ｎ＝122 社 

【今後予定する取組】 復職支援 （37 社） （37 社） （31 社） （18 社） （16 社） （16 社） （14 社） （7 社） （12 社） （5 社） （24 社） 

 ■■■■女性女性女性女性のののの活躍活躍活躍活躍をををを促進促進促進促進するためのするためのするためのするための取組状況取組状況取組状況取組状況            
 

 

 

 

 

 

 
 ■■■■取組取組取組取組をををを行行行行ったことのったことのったことのったことのメリットメリットメリットメリット                                    ■■■■取組内容及取組内容及取組内容及取組内容及びびびび効果効果効果効果とととと今後予定今後予定今後予定今後予定するするするする取組取組取組取組                              

企   業 

    
 

    

※Ｎ＝122 は「女性の活躍を促進するための取組状況」で「積極的に 取り組んでいる」または「ある程度取り組んでいる」と回答した企業数 である （次項についても同じ） 
80.3%36.1%32.8%32.0%6.6%5.7%4.1%3.3%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0%優秀な人材の確保・定着働き方の見通しによる業務の効率化職場の活性化による労働意欲の向上企業のイメージアップ企業収益の増業績のアップ、生産性の向上その他無回答働き方の見直し
Ｎ＝122社 

（98 社） （44 社） （40 社） （39 社） （8 社） （7 社） （5 社） （4 社） 
81.3%73.3%41.5%61.4%66.7%54.5%50.0%43.3%5.6% 100.0%

17.6%4.4%21.5%34.1%10.3%9.1%40.6%16.7%11.1%
1.1%22.2% 36.9%4.5%23.1%36.4%9.4%40.0%83.3%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%両立支援男性の育児休暇制度短時間正社員制度女性管理職の積極登用女性の就業継続支援保育所整備女性従業員のキャリア形成再就職支援在宅勤務制度その他効果があった あまり効果がなかった 効果がなかった

【取組内容及び効果】 

■取組みの内容や効果は，業種や従業員規模により異なっている。  ・業種別では，女性従業員比率が高い「医療、福祉」は，他の業種に比べ取組が進んでいる。  ・従業員規模別では，「両立・継続就労支援」について，規模の大きい企業が特に多く取組んでおり，効果を上げている。 ■今後予定する取組については，「キャリア形成」や「管理職の積極的登用」等の取組が上位を占めている。 ★★★★女性女性女性女性のののの活躍活躍活躍活躍をををを期待期待期待期待するするするする企業企業企業企業のののの取組姿勢取組姿勢取組姿勢取組姿勢がががが窺窺窺窺えるえるえるえる。。。。    

【複数回答】 

【複数回答】 【複数回答】 

１．積極的に取り組んでいる,24.3%
２．ある程度取り組んでいる,60.4%

３．取り組んでいない, 11.1% 無回答, 4.2%
Ｎ＝144 社 

（35 社） （16 社） 
（87 社） 

（6 社） 

両立・継続就労支援 フレックスタイム制度 両立・継続就労支援 フレックスタイム制度

        ■■■■女性女性女性女性のののの活躍促進活躍促進活躍促進活躍促進についてについてについてについて    （女性従業員アンケート自由記述から）     ・やる気もあり，有能な女性に，男性と対等になれるように門戸を広げて欲しい。    キャリアアップを目指していくと，出産・育児等の休暇制度はあっても利用しにくくなる。 社会・企業で子育て，未来の若者達を育てる意識がもっと広がればよいと思う。まだまだ女性が働きにくい社会だと思う。 ・現在，保育園が待機状態のため仕事をセーブしている。 ・保育園に入れず職場復帰が遅くなった。 男女平等や既婚女性への勤務体制，環境の充実というのは 会社によって異なっていると思う。    女性も結婚の有無，子どもの有無で立場，環境，理解度，価値観に大きな差がある。    育休制度が整っているために、育児負担は母親だけにかかる。時短勤務なので、子どもの送迎は母親，夕飯の買い物から支度もすべて母親のみ、休みが取りやすいため、子どもの病気は母親が会社を休む、それが当然のようになってしまう。男性と同じように働きたいし、出世もしたい。   
 

女性従業員 

★★★★女性女性女性女性はははは，，，，両立両立両立両立しにくいしにくいしにくいしにくい企業風土企業風土企業風土企業風土，，，，不十分不十分不十分不十分なななな保育環境保育環境保育環境保育環境などなどなどなど，，，，活躍活躍活躍活躍をををを阻害阻害阻害阻害するするするする様様様様々々々々ななななバリアバリアバリアバリアがあるとがあるとがあるとがあると感感感感じてじてじてじているいるいるいる。。。。 74.6％（91 社） 
復職支援 

各取組の実施率 
27.0％（33 社） 36.9％（45 社）    32.0％（39 社） 36.1％（44 社） 53.3％（65 社） 
26.2％（32 社） 6.6％（8 社） 24.6％（30 社） 14.8％（18 社） 効果の内訳 Ｎ＝122 社※ 
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Ⅱ 両立・就業継続支援  ９割以上の企業は女性の就業継続についてメリットがあるとし，辞めてもらいたくないと考えており，従業員も長く勤めたいと思っている。今回の女性従業員調査では，正社員の勤続年数について，年齢別では大きな差異は見られなかったが，一般的に女性は結婚・出産・子育て等を機に約６割が離職するといわれている。 このため，企業は女性が就業継続できるよう，「短時間勤務制度の導入」が効果的な取組と考えているが，女性従業員のニーズは「時間外勤務が少ないこと」，「休暇制度が充実していること」が上位を占めており，企業は女性の意識やニーズとギャップがあることを認識した上で，短時間勤務制度も含め，多様な働き方ができる制度の導入・活用促進の取組が必要である。  女性従業員女性従業員女性従業員女性従業員のののの雇用雇用雇用雇用実態実態実態実態                                                                                                                                                                                                                                                                                                        ■■■■［［［［参考比較参考比較参考比較参考比較］］］］女性従業員調査回答者女性従業員調査回答者女性従業員調査回答者女性従業員調査回答者    勤続年数勤続年数勤続年数勤続年数                                       【正社員】                                                                                                                                                        ■■■■［［［［参考比較参考比較参考比較参考比較］］］］女性従業員調査回答者女性従業員調査回答者女性従業員調査回答者女性従業員調査回答者    勤続年数勤続年数勤続年数勤続年数                                             【パート・アルバイト】         就業継続就業継続就業継続就業継続にににに関関関関するするするする意識意識意識意識                        ・・    

 ■■■■就業継続就業継続就業継続就業継続することのすることのすることのすることの企業企業企業企業メリットメリットメリットメリットのののの有無有無有無有無    
 

 

 

 

 

 

 

 就業継続就業継続就業継続就業継続にににに関関関関するするするする意見意見意見意見（経営者インタビュー） 辞めてもらいたくない，辞めなくてもいい 保育サービスを活用し，早期に復帰してもらいたい 男性もできるなら，育児に参加すべきである スキルを積んで働き続けて欲しい，会社に貢献して欲しい 
 

企   業 

ある, 94.4%
ない, 2.1% 無回答, 3.5%（5 社） （3 社） 

（136 社）N=144 社 

■女性従業員の雇用実態 【パート・アルバイトについて】  ・雇用形態割合では，正社員よりも多い   ・業種別では，卸・小売業，宿泊・飲食サービス業において特に多い  ・年齢別では，３０歳代から割合が高くなる  ・勤続年数では，１０年以内が８割を占める     

正社員,　9,967人 , 44%パート・アルバイト,10,756人, 48%
派遣・嘱託・契約社員,1,901人 , 8%

N=144 社 
■■■■雇用形態雇用形態雇用形態雇用形態割合割合割合割合    （（（（従業員数比率従業員数比率従業員数比率従業員数比率）））） 

2.5% 6.9% 15.5%17.1%12.8% 16.9%17.5%10.8%0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%
無回答31年以上21～30年16～20年11～15年6～10年3～5年2年以下【企業調査】 （69 人） （112 人） （108 人） （82 人） （109 人） （99 人） （44 人） （16 人） Ｎ＝639 人 

6.5%0.4% 2.5%3.6% 6.1% 25.3%23.1% 32.5%0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%
無回答31年以上21～30年16～20年11～15年6～10年3～5年2年以下 （90 人） （64 人） （70 人） （17 人） （10 人） （7 人） （1 人） （18 人） Ｎ＝277 人 

        ■■■■就業継続就業継続就業継続就業継続のののの意思意思意思意思        
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

女性従業員 

■就業継続の意思について 【長く続けたい】 既婚・未婚別，年齢別では， ・未婚者より既婚者の方が割合は高い ・年齢を追うごとに逓増し４０歳代をピークに以後逓減 業種別，従業員規模別では， ・「製造業」，「建設業」，「電気・ガス・熱供給・水道業」  の業種において割合が高い ・比較的従業員規模の大きい企業が割合は高い 

67.9%6.5% 17.9%7.0%0.6%
0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0%長く続けたい雇用形態や勤務形態が変われば続けたいいずれはやめるつもりその他無回答 何を機に辞めるつもりか      1 位：結婚 22.9％（67 人）   2 位：出産 9.9％（29 人） N=1637 人 （1112 人） （107 人） （293 人） 
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就業継続就業継続就業継続就業継続にににに関関関関するするするする意識意識意識意識    ※※※※前前前前ページページページページからのからのからのからの続続続続きききき                                                      

        ■■■■企業企業企業企業メリットメリットメリットメリットのののの理由理由理由理由                          ■■■■女性女性女性女性のののの就業継続就業継続就業継続就業継続にににに効果的効果的効果的効果的なななな取組取組取組取組         
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

66.2%24.3%17.6%13.2%7.4%8.1%
0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%子育て中の労働者を対象とする短時間勤務制度フレックスタイム制の導入育児休業中、復帰時のサポートプログラムの実施ベビーシッター、ホームヘルパー等の利用に対する助成 その他無回答 Ｎ＝136助成 （9999 （90 社）（33 社）（24 社）（18 社）（10 社）（11 社）■効果的な取組として「子育て中の労働者を対象と    する短時間勤務制度」をあげる企業が多い。 ■一方，経営者インタビューにより，復帰後の女性  が，短時間勤務制度等を活用することで周囲の  従業員の負担が増大する問題が生じていること   がわかった。 ■また，保育サービスの充実を行政の課題としてあ  げる企業が多く，待機児童問題により，女性が計画  どおり復帰できず人材の配置に影響が出ている。 ★★★★負担負担負担負担をををを軽減軽減軽減軽減しつつしつつしつつしつつ業務業務業務業務をををを円滑円滑円滑円滑にににに遂行遂行遂行遂行するためにするためにするためにするために            はははは，，，，従業員従業員従業員従業員のののの意識改革意識改革意識改革意識改革やややや業務効率業務効率業務効率業務効率をををを上上上上げるげるげるげる取組取組取組取組            がががが必要必要必要必要であるであるであるである。。。。    

 ■メリットの理由で最も多いのが「育成にかけたコストが無駄にならない」であり，就業継続により，これまでに培った能力等を発揮し，企業に貢献することを期待している企業は多い。 ■経営者インタビューでは，女性従業員の仕事に対する意識が低いことを問題としている企業が多くあった。 

よくなるル、メンター（相談相手）になれるの貢献が期待できる

            ■■■■仕事仕事仕事仕事をををを長長長長くくくく続続続続けたいとけたいとけたいとけたいと思思思思うううう理由理由理由理由                                            （（（（１１１１））））    何何何何をををを機機機機にににに仕事仕事仕事仕事をををを辞辞辞辞めるつもりかめるつもりかめるつもりかめるつもりか。。。。              ■■■■就業継続就業継続就業継続就業継続のためにのためにのためにのために重要重要重要重要なことなことなことなこと           
 

 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■「収入を得るため」の割合が高い理由として， ★★★★子育子育子育子育てにてにてにてに必要必要必要必要なななな経費経費経費経費（（（（教育費等教育費等教育費等教育費等））））のののの収入収入収入収入をををを得得得得るるるるためにためにためにために安定安定安定安定してしてしてして仕事仕事仕事仕事をををを長長長長くくくく続続続続けたいことがけたいことがけたいことがけたいことが窺窺窺窺えるえるえるえる。。。。     ・４０歳代の既婚者が多い  ・従業員規模の大きい企業の従業員が多い ■「やりがいのある仕事だから」という積極的な理由の選択者については次の傾向がある。  ・年齢別では，年齢を追うごとに逓減  ・業種別では，「医療、福祉」の従業員が多い  ・従業員規模別では，小規模企業の従業員が多い 

■給与等では，「給与の増額」が多い（６割）。 ・年齢別では，年齢を追うごとに逓減  ・従業員規模別では，規模が大きいほど逓増 ■勤務時間，休暇等では，「時間外勤務が少ないこと」  「休暇制度の充実で６割，短時間勤務の要望は１割以下である。   ★★★★就業継続就業継続就業継続就業継続ののののポイントポイントポイントポイントはははは給与給与給与給与のののの増額増額増額増額やややや，，，，時間外勤務時間外勤務時間外勤務時間外勤務がががが少少少少ないないないない，，，，休暇制度休暇制度休暇制度休暇制度のののの充実充実充実充実であるであるであるである。。。。    

55.8%18.6%8.2%6.0%5.4%2.0%4.0%
0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%収入を得るためやりがいのある仕事だから仕事が楽しいから資格を活かしたいから転職するのが不安だからその他無回答

（621 人） （207 人） （91 人） （67 人） （60 人） （22 人） （44 人） N=1112 人 ※Ｎ＝1112 は前出グラフ「就業継続の意思」で「長く続けたい」と回答 した女性従業員数である 

57.1%10.8%6.7%5.5% 11.4%8.6%
0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%給与の増額賞与の支給又は増額退職金制度の創設又は増額時間外勤務手当を規定どおりに支給その他無回答

【給与等】 （934 人） （177 人） （109 人） （90 人） （186 人） （141 人） N=1637 人 

企   業 女性従業員 

【複数回答】 

【複数回答】 
10.9%6.8% 8.9% 16.8% 27.0%29.5%0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0%

無回答休憩時間が確保される短時間勤務制度（子育て中の所定労働時間の短縮）の導入早出・遅出がなく，勤務時間が一定であること休暇制度（育児・介護休暇、看護・介護休暇制度等）の充実時間外勤務が少ない（又はない）こと【勤務時間，休暇等】 
N=1637 人 

（483 人） （443 人） （276 人） （146 人） （112 人） （178 人） 

72.8%48.5%47.1%27.9%23.5%8.8%
0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0%育成にかけたコストが無駄にならない女性が働きやすいということで、会社のイメージがよくなる新たに新人を育成する必要がない夫婦や出産していない女性従業員のロールモデル、メンター（相談相手）になれる子育てや家庭経営という新たな視点からの事業への貢献が期待できる その他

（99 社） （66 社） （64 社） （38 社） （32 社） （12 社） Ｎ＝136 社 ※Ｎ＝136 は前出グラフ「企業メリットの有無」で「メリットがある」と   回答した企業数である 
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Ⅲ 男性の育児休業   ９割の企業が育児休業制度の規定を設けているが，実際には男性は育児休業を取得していない場合が多く，対象者のうち取得者は 6％に留まっている。企業の姿勢も「できれば取得した方がよい」という消極的な肯定に留まっているところが多く，取得が進まない理由として「業務が忙しい」，「収入が下がるので本人が取得を希望しない」とする消極的な回答が多い。 このため，男性の長時間労働の働き方の見直しとともに，育児休業中の有給化や柔軟な運用などにより，育児休業の取得を促進し，男性の育児参加を促すことが必要である。                                       

■■■■男性男性男性男性のののの育児休育児休育児休育児休業業業業５５５５日間有給化日間有給化日間有給化日間有給化についてについてについてについて    
 

 

 

 

 

 

 

 

（2 社） 

    ■■■■育児休業制度育児休業制度育児休業制度育児休業制度のののの規定規定規定規定のののの有無有無有無有無とととと取得取得取得取得についてについてについてについて    
 

 

 

 

 

 

 

 

     ■■■■男性男性男性男性のののの育児休業育児休業育児休業育児休業のののの対象者数及対象者数及対象者数及対象者数及びびびび取得者数取得者数取得者数取得者数    （（（（過去過去過去過去１１１１年間年間年間年間のののの状況状況状況状況※※※※平成平成平成平成24242424 年年年年4444 月月月月1111 日日日日～～～～平成平成平成平成25252525 年年年年3333 月月月月31313131 日日日日までまでまでまで））））                                            
 

 

 

     ■■■■男性男性男性男性のののの育児休業育児休業育児休業育児休業のののの「「「「該当者該当者該当者該当者はいるがはいるがはいるがはいるが取得取得取得取得できてできてできてできて            いないいないいないいない」」」」回答者回答者回答者回答者のののの具体的理由具体的理由具体的理由具体的理由    
 

企   業 
Ｎ＝144 社 （2 社） （1 社） （80 社） 

    
 

89.6%2.8%1.4%0.7%5.6%
0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%あるない制度として明文化されていないが慣行としてある 検討中無回答

※育児休業制度規定は男性に限定されたものではなく，男女共通である （129 社） （4 社） 【育児休業制度規定の有無】 
55.6%16.7%7.6%3.5% 11.8%6.3%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%できれば取得した方がよいと思う経営者が取得を促すべきだと思う当然取得すべきだと思う取得しないほうがよいと思うその他無回答 Ｎ＝144 社 
（80 社） （24 社） （11 社） （5 社） （17 社） （9 社） 

31.3%4.9%1.4%0.7%0.7%1.4% 59.7%
0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%10名未満10～19名20～29名30～39名40～49名50名以上無回答 29.2%8.3%1.4%2.1%0.0%1.4% 57.6%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%０名１名２名３名４名５名以上無回答
■１企業あたり平均対象者数 １０.２人 【育児休業対象者数】 

Ｎ＝144 社 （45 社） （7 社） （2 社） （1 社） （1 社） 【育児休業取得者数】 

    

【育児休業の取得について】 
【複数回答】 

【複数回答】  ★企業企業企業企業はははは，，，，本人本人本人本人のののの収入収入収入収入がががが下下下下がるためがるためがるためがるため制度制度制度制度のののの利用利用利用利用がががが進進進進んでいないとんでいないとんでいないとんでいないと認識認識認識認識しているがしているがしているがしているが，，，，有給化有給化有給化有給化をををを制制制制度度度度化化化化するするするするよりよりよりより，，，，柔軟柔軟柔軟柔軟なななな運用運用運用運用ががががよいよいよいよいとととと考考考考えているえているえているえている。。。。    
39.6%21.5%13.9%14.6%1.4% 11.8%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0% 45.0%連続でなくとも１歳までに取得などの柔軟性があればよい よいよいが困難すべきでない義務化して進めるべき無回答
（57 社） （31 社） （20 社） （２１社） （2 社） （17 社） Ｎ＝144 社 

ばよい
■１企業あたり平均取得者数 ０.６人 Ｎ＝144 社 

1名 2名 3名 4名 5名以上 ※取得なし 29.2% （42 社） 8.3% （12 社） 1.4% （2 社） 2.1% （3 社） 0.0% 1.4% （2 社） （83 社） 

    ■■■■男性男性男性男性のののの育児育児育児育児参加参加参加参加についてについてについてについて    （女性従業員アンケート自由記述から）    男性の育休等の制度がもっと理解されれば，男性の育児や家事が当たり前となり，女性はもっと働きやすくなると思う。 男性より女性の方が休暇や支援を受けやすいので，女性が家事・育児等をすることが多くなる。    少人数の部署だと子どもが急病になっても休みを取りにくい。 核家族なので，夫が休みを取ってもらうと助かる。    男性の働き方や職場環境を整えてもらいたい。男性に子育てを協力してもらわないと，女性は仕事へ行きにくい。    男性は残業が多いので，子どものお迎え等の役割が女性にまわってきて，女性は残業をしにくくなる。 同じ正社員で働いても子どもが病気の時に休むのは女性の方で，男性は残業でなかなか早く帰れないため負担が大きい。 子育てを協力してもらえる条件が整えば，女性も思いきり働くことができる。      
 

女性従業員 

★女性女性女性女性はははは，，，，家事家事家事家事・・・・育児育児育児育児があるがあるがあるがあるためためためため，，，，負担負担負担負担がががが大大大大きくきくきくきく，，，，男性男性男性男性とととと同等同等同等同等にににに働働働働くことはくことはくことはくことは無理無理無理無理とととと考考考考えているえているえているえている。。。。    男性男性男性男性がががが家事家事家事家事・・・・育児育児育児育児にににに参加参加参加参加するするするするためためためためにはにはにはには長時間長時間長時間長時間労働労働労働労働やややや職場職場職場職場環境環境環境環境等等等等をををを改善改善改善改善することがすることがすることがすることが必要必要必要必要であるであるであるであるとととと考考考考えているえているえているえている。。。。    
※Ｎ＝125 は（2）育児休業取得者数で取得者数を記入しなかった  企業数である 58.4%15.2%1.6% 24.8%0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%該当者はいるが、取得できていない該当者がいない取得すべきでない無回答 Ｎ＝125 社 （73 社） （19 社） （2 社） （31 社） 
【育児休業の取得実績がない理由】 

37.0%34.2%13.7%11.0% 24.7%2.7%
0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0%業務が忙しい収入が下がるので本人が取得を希望しない代替職員を採用する余裕がない他の従業員の負担が増えるその他無回答※Ｎ＝73 は前出グラフ「育児休業の取得実績がない理由」で「該当者はいるが，取得ができていない」と回答した企業数である Ｎ＝73 社 （10 社） （8 社） （18 社） （2 社） 育児休業制度による企業からの給与の支払状況 有給（一部支給を含む）：5.3％（7 社） 無給：86.3％（113 社）※雇用保険からの育児休業給付有 

【該当者はいるが取得できていない理由】 （25 社） （27 社） 
【複数回答】 
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Ⅳ 女性の復職支援  ※ここでいう「復職」とは一度退職した後，同じ事業所に再雇用されることをいう。 女性従業員の復職制度を設けている企業は少なく，３割である。 また，制度を設けていても利用率は低く，女性従業員アンケートや経営者インタビューでも制度によらず，復職を 柔軟に運用している状況が窺えた。 復職にあたっては，経営者インタビューから配置対応の配慮を行う企業が多く，同じ職場に復職したきっかけに 「仕事の内容が向いているから」や「自分に合った勤務形態や雇用形態であった」ことをあげる女性が６割である。 しかし，一般的にブランクによりスキルが低下したまま復職することに不安を抱いている女性は多く，研修・セミナー 等のスキル維持のための復職支援を行っている企業は，まだ２割と少ないため，能力や経験を活かす支援が必要 である。                                                                                                                                       

■■■■ブランクブランクブランクブランクのののの不安軽減不安軽減不安軽減不安軽減プログラムプログラムプログラムプログラム，，，，研修等研修等研修等研修等のののの実施実施実施実施のののの有無有無有無有無            
 

 

 

 

 

 

 

 

無回答, 22.5%
している, 22.5% していない,55.0%Ｎ＝40 社 （22 社） （9 社） 

（9 社） 
【複数回答】 

    ■■■■女性従業員女性従業員女性従業員女性従業員のののの復職復職復職復職制度制度制度制度のののの有無有無有無有無                                 ■■■■女性従業員女性従業員女性従業員女性従業員のののの復職復職復職復職制度制度制度制度のののの利用率利用率利用率利用率                                ■■■■復職復職復職復職制度制度制度制度ののののメリットメリットメリットメリット     
 

 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

企   業 

    

    
 

ない, 67.4%ある, 27.8% 無回答, 4.9%
Ｎ＝144 社 （97 社） （40 社） （7 社） 

※Ｎ＝40 は前出グラフ「女性従業員の復職制度の有無」で「ある」 と回答した企業数である（以下同じ） 
10.0%2.5%5.0% 62.5%20.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%５割以上５割未満３割以上３割未満１割以上１割未満無回答 Ｎ＝40 社 
（4 社） （1 社） （2 社） （25 社） （8 社） 

75.0%47.5%32.5%7.5%2.5%7.5%
0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0%人物がわかっているので安心して雇用できる一から育成する必要がない育成にかけたコストが無駄にならない継続雇用より、給与が抑えられるその他無回答

（30 社）  （19 社） （13 社） （3 社） （1 社） （3 社） Ｎ＝40 社 

    ■■■■復職者復職者復職者復職者のののの割合割合割合割合                         ■■■■同同同同じじじじ職場職場職場職場にににに復職復職復職復職したきっかけしたきっかけしたきっかけしたきっかけ          
 

 

  
 

 

 

 

女性従業員 

■復職のきっかけは復職制度があったからではなく，仕事の内容や勤務形態等で復職をするか否かを決めている。    

39.6% 50.2%3.7%5.7%0.8%0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%新卒転職復職その他無回答 （648 人） （822 人） （60 人） （94 人） （13 人） N=1637 人 23.3%13.3%6.7%3.3%0.0% 16.7% 36.7%
0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0%仕事の内容が自分に向いていると思ったから自分に合った勤務形態があったから自分に合った勤務形態が選べたから自分に合った雇用形態が選べたから復職制度があったからその他無回答

（14 人） （8 人） （4 人） （2 人） （10 人） 22 人） N=60人 ※Ｎ＝60 は前出グラフ「復職者の割合」で「復職」と回答した女性 従業員数である 

 ■復職制度について業種別では，「医療、福祉」が最もよく制度を活用している。（回答企業の４割が復職制度を 設けており，また，利用率についても「５割以上」と回答した企業の全てが「医療、福祉」である。） ★★★★復職制度復職制度復職制度復職制度をををを活用活用活用活用することですることですることですることで「「「「雇用雇用雇用雇用するするするする人物人物人物人物やややや能力能力能力能力がわかっているがわかっているがわかっているがわかっている」，「」，「」，「」，「いちいちいちいちからからからから育成育成育成育成するするするする必要必要必要必要がないがないがないがない」，「」，「」，「」，「これまでこれまでこれまでこれまで    のののの育成育成育成育成コストコストコストコストがががが無駄無駄無駄無駄にならないにならないにならないにならない」」」」等等等等ののののメリットメリットメリットメリットがあるためがあるためがあるためがあるため，，，，特特特特にににに資格資格資格資格，，，，専門性等専門性等専門性等専門性等がががが要求要求要求要求されるされるされるされる分野分野分野分野についてはについてはについてはについては，，，，制度制度制度制度    をををを活用活用活用活用ししししやすやすやすやすいといえるいといえるいといえるいといえる。。。。     

いち 
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Ⅴ 女性のキャリア形成・管理職の登用    ６割の企業が女性従業員のキャリア形成に取組んでいるが，キャリアアップを望む女性の６割は環境が整っていないと感じており，女性のニーズを踏まえることも必要である。 経験，能力の不足等を理由に男性に比べ管理職に就いている女性の人数は少なく，管理職全体に占める女性管理職の割合は，5％に留まっている。 女性の活躍促進のため，ロールモデルの育成やメンター制度の導入を図るとともに，キャリア形成の仕組みを作り，登用に対する拒否感をなくし，女性が自信を持って管理職に就けるようにすることが必要である。  ■■■■キャリアアップキャリアアップキャリアアップキャリアアップ（（（（キャリアキャリアキャリアキャリア形成形成形成形成））））のののの実態実態実態実態            ■                       

        ■■■■キャリアキャリアキャリアキャリア形成形成形成形成にににに関関関関するするするする取組取組取組取組のののの内容内容内容内容            
    

    

    

    

    

    

    ■■■■キャリアキャリアキャリアキャリア形成形成形成形成のののの取組成果取組成果取組成果取組成果にににに関関関関するするするする自由意見自由意見自由意見自由意見 仕事への取組み姿勢の意識改革につながった。 活性化，チームのまとまりができた。 積極的で能力の高い女性社員が活躍するようになった。 仕事に対する責任感が強くなり，自立性が育った。 女性のリーダーとしての意識向上を図ることができた。 女性の感覚・発想で良いアイデアが出るようになった。 入社希望者の女性の割合が多くなった。 目標に対する意識レベルのアップが図れた。  

企   業 

    ■■■■キャリアキャリアキャリアキャリア形成形成形成形成にににに関関関関するするするする取組取組取組取組についてについてについてについて     ・６割の企業がキャリア形成に取組んでいる  ・女性に特化した教育訓練の取組よりは，「責任ある仕事を任せる」，「教育等は男女同様に扱う」といった取組が多い ・取組成果として，意識改革や社内活性化，能力 の発揮など成功事例は多い ・今後予定する取組の中では，「女性従業員のキャリア形成」が上位に上がっている ※「Ⅰ 女性の活躍促進について」参照 ★★★★キャリアキャリアキャリアキャリア形成形成形成形成のののの取組取組取組取組についてはについてはについてはについては，，，，女性女性女性女性にににに特化特化特化特化したしたしたした形形形形ではなくではなくではなくではなく，，，，男女同様男女同様男女同様男女同様のののの取組取組取組取組としてとしてとしてとして行行行行っているっているっているっている    企業企業企業企業がががが多多多多いいいい。。。。     

45.1%43.1%27.1%22.9%20.1%11.1%3.5% 36.1%
0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0% 45.0% 50.0%責任ある仕事を任せる仕事の配分や教育訓練において男女同様に扱う会議等への女性の出席機会の拡大自己啓発の促進女性に対する教育訓練の充実女性リーダー制や女性プロジェクトチームの導入その他無回答 Ｎ＝144

（65 社） （39 社） （62 社） （33 社） （29 社） （16 社） （5 社） （52 社）  キャリア形成に取組む企業  92 社（63.9％）  ※Ｎ数ー無回答数 
    ■■■■キャリアキャリアキャリアキャリアアップアップアップアップにににに関関関関するするするする意識意識意識意識    
 

 

 

 

 

     ■■■■キャリアキャリアキャリアキャリアアップアップアップアップ志向志向志向志向とととと環境環境環境環境    
 

 

 

 

 

 

     ■■■■キャリアアップキャリアアップキャリアアップキャリアアップのののの実現実現実現実現にににに必要必要必要必要なものなものなものなもの        
 

女性従業員 

■■■■キャリアアップキャリアアップキャリアアップキャリアアップにににに関関関関するするするする意識意識意識意識についてについてについてについて     ・７割以上がキャリアアップについて肯定的 ■■■■キャリアアップキャリアアップキャリアアップキャリアアップ志向志向志向志向とととと環境環境環境環境についてについてについてについて     ・キャリアアップ志向の人は５割以上いるが，そのうち環境が整っていないと感じている人が６割を占める  ・キャリアアップ志向は年齢とともに逓減傾向にあるが，既婚・未婚の関連性はあまりない ■■■■キャリアアップキャリアアップキャリアアップキャリアアップのののの実現実現実現実現にににに必要必要必要必要なものなものなものなもの     ・２０歳代の半数以上は「キャリアアップの機会と実現性」を重視するが，年齢とともに逓減傾向 ・「信頼できるメンターの存在」は年齢とともに重視 される傾向 

34.0%23.4%19.9%16.4%2.5%3.8%
0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0%キャリアアップの目標があれば、仕事にやりがいが持てると思う普段からキャリアアップできるよう自己研鑽に努めるべきだと思っているキャリアアップについて、特に興味はないキャリアアップをしたいと思っているが、努力があまり報われないと思う その他無回答

 

（Ｎ＝1637 人） （63 人） （41 人） （269 人） （325 人） （383 人） （556 人）   73.8% （1208 人） 
持てると思う報われないと思うべきだと思っている

Ｎ＝1637 人 21.6% 27.1%29.9%15.3%6.1%
0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0%環境が整っており、キャリアアップを目指している環境は整っているが、キャリアアップを目指していない環境が整っていないが、整えばキャリアアップを目指したい環境が整っていない。整ってもキャリアアップは目指さない 無回答さないいしたい Ｎ＝1637 人 （100 人） （251 人） （489 人） （443 人） （354 人） 

※Ｎ＝489 は前出グラフ「キャリアアップ志向と環境」で「環境が整っていないが整っていればキャリアアップを目指したい」と回答した女性従業員数である 

51.5％ （843 人） 
【複数回答】 

8.0%6.5% 20.7%22.9% 41.9%0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0% 45.0%
無回答ロールモデル（目指したい先輩）の存在信頼できるメンター（相談相手、指導者）の存在より自分の専門性を活かした働き方ができる職場環境キャリアアップの機会があり、実現性がある （205 人） （112 人） （101 人） （39 人） Ｎ＝489 人 （32 人） 
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■■■■女性管理職女性管理職女性管理職女性管理職のののの登用登用登用登用についてについてについてについて                                          

                ■■■■女性女性女性女性がががが管理職管理職管理職管理職にににに就就就就くことをどうくことをどうくことをどうくことをどう思思思思うかうかうかうか                                                                                    
 

 

 

     ■■■■管理職管理職管理職管理職にににに就就就就きたいときたいときたいときたいと思思思思うかうかうかうか    
 

 

 

 

 

     ■■■■管理職管理職管理職管理職にににに就就就就きたくないきたくないきたくないきたくない理由理由理由理由    
 

女性従業員 

 ■女性女性女性女性がががが管理職管理職管理職管理職にににに就就就就くことをどうくことをどうくことをどうくことをどう思思思思うかうかうかうか，，，，管理職管理職管理職管理職にににに    就就就就きたいときたいときたいときたいと思思思思うかうかうかうか        ９割以上の女性は，女性が管理職に就くことを肯定 しているが，５割以上は，自分は管理職に就きたく ないと考えている。 ■■■■管理職管理職管理職管理職にににに就就就就きたくないきたくないきたくないきたくない理由理由理由理由     「能力・体力に自信がない」ことを理由に望まない   が多い。 ★★★★女性女性女性女性のののの活躍活躍活躍活躍をををを促進促進促進促進しししし，，，，女性管理職女性管理職女性管理職女性管理職のののの登用登用登用登用をををを増加増加増加増加    させるためにはさせるためにはさせるためにはさせるためには，，，，女性自身女性自身女性自身女性自身のののの意識改革及意識改革及意識改革及意識改革及びびびび目指目指目指目指    すべきすべきすべきすべきロールモデルロールモデルロールモデルロールモデルのののの育成育成育成育成ややややメンターメンターメンターメンター制度制度制度制度のののの導入導入導入導入    がががが必要必要必要必要であるであるであるである。。。。    
 

7.1%5.7% 33.3% 51.3%2.6%
0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%既に管理職である就きたいどちらともいえない就きたくない無回答 （42 人） （94 人） （116 人） （840 人） （545 人） Ｎ＝1637 人 

※Ｎ＝840 は前出グラフ「管理職に就きたいと思うか」で「就きた  くない」と回答した女性従業員数である 

27.4% 66.3%2.4%0.4% 3.5%
0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%ぜひ就いてほしい本人が望むなら就いてもよいできれば就いてほしくない絶対就いてほしくない無回答 Ｎ＝1637 人 

（449 人） （1085 人） （39 人） （7 人） （57 人） 
93.7% （1534 人） 

【複数回答】 
9.6%3.3% 4.9% 6.7%7.1% 14.6%15.9%17.1% 20.7%0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0%

無回答その他家族団らんの時間が少なくなるおそれがある今の仕事に満足している責任のある仕事に就きたくない仕事中心の生活になるおそれがある家事・育児・介護との両立が困難になる管理職には興味がない能力・体力に自信がない （174 人） （144 人） （134 人） （123 人） （60 人） （56 人） （41 人） （28 人） Ｎ＝840 人 （81 人） 

  ■■■■全体全体全体全体（（（（男性男性男性男性・・・・女性女性女性女性））））のののの管理職人数及管理職人数及管理職人数及管理職人数及びびびび            女性管理職女性管理職女性管理職女性管理職のののの人数人数人数人数            
 

 

 

 

 

 

 

 

 

            ■■■■女性管理職未登用女性管理職未登用女性管理職未登用女性管理職未登用のののの理由理由理由理由     

企   業 

■管理職未登用の理由として，「経験・能力を有する  女性がいない」が最も多い（３割）。 ★★★★女性女性女性女性のののの経験経験経験経験，，，，能力不足能力不足能力不足能力不足のののの要因要因要因要因のののの一一一一つつつつとしてとしてとしてとして，，，，    企業企業企業企業側側側側ににににキャリアアップキャリアアップキャリアアップキャリアアップ実現実現実現実現のためののためののためののための環境環境環境環境がががが    十分十分十分十分にににに整整整整っていないことがっていないことがっていないことがっていないことが挙挙挙挙げられるげられるげられるげられる。。。。    

32.4%10.5%9.5%3.8%2.9%1.9%1.0%0.0%0.0%4.8% 48.6%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%管理職に登用するのに十分な経験・能力を有する女性がいないから適当な職種、業務がないから女性が希望しないから女性の業務が主として補助的業務であるから女性は勤続年数が短いから仕事がきつく、女性には無理だと思うから保育所に入所できないことを理由に、退職してしまうから登用すると、職場の人間関係がうまくいかなくなるから会社（経営者）の方針だからその他無回答 Ｎ＝105 社 
うからうからうからうから    からからからから    

    女性女性女性女性がいないからがいないからがいないからがいないから    
        

（34 社） （11 社） （10 社） （4 社） （3 社） 
（5 社） （2 社） （1 社） （51 社） 

34.7% 45.1%10.4%1.4%0.0% 3.5%4.9%
0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0% 45.0% 50.0%０名１～５名６～１０名１１～１５名１６～２０名２１名以上無回答 平均管理職人数 ３.４人 

【女性 管理職人数】 
Ｎ＝144 社 

（50 社） （65 社） （15 社） （2 社） （5 社） （7 社） 

※Ｎ＝105 は前出グラフ「女性管理職の人数」で「０名」と回答し   た企業数に別グラフ「女性役員の人数」で「０名」と回答した     企業数 55 社を加えた企業数である 

■経営者インタビューでは「登用したいが，望む女性  がいない」という回答も多くあり，全体として女性の  管理職は少ない状況にある。 

54.9%10.4%9.7%4.2%1.4% 5.6%8.3%5.6%
0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%２０名以下２１～４０名４１～６０名６１～８０名８１～１００名１０１～２００名２０１名以上無回答 平均管理職人数 ６４.７人 

【全体 管理職人数】 
Ｎ＝144 社 

（79 社） （15 社） （14 社） （2 社） （8 社） （6 社） （8 社） （12 社） 


